RESEARCH ON CHARACTERISTICS OF SPACE STRUCTURE OF THE AREAS AROUND OUTER MOATS OF EDO CASTLE by 力武 剛
江戸城外濠地域における市街地の空間構造特性に関
する研究
著者 力武 剛
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 1
発行年 2012-03
URL http://hdl.handle.net/10114/8425
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.1(2012 年 3月）                    法政大学 
 
江戸城外濠地域における市街地の 
空間構造特性に関する研究 
 
RESEARCH ON CHARACTERISTICS OF SPACE STRUCTURE OF  
THE AREAS AROUND OUTER MOATS OF EDO CASTLE 
 
力武剛 
Go RIKITAKE  
指導教員 宮下清栄 
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学科専攻修士課程 
 
This study to analyze from a residential structure and land use and Industry configuration in order to 
know urban structure of the Sotobori Edo Castle region. Thereby aims to understand the characteristics of 
the spatial structure outer moat region. From the analysis of land use and location characteristics, was 
able to extract the characteristic region. Result that the concentration of culture and education and the 
printing industry in addition to natural resources was obtained. 
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１． はじめに 
日本の都市の多くは，城下町をルーツに近現代都市に
移行した．これらの都市の内堀は，辛くも残ったものが
多い．しかしながら外濠の多くは都市の近代化・都市化
にともない鉄道の敷設，街路の整備，高速道路の建設な
どによって転用され埋め立てられてしまった．これは江
戸/東京も例外ではなかった． 
 内堀・外濠は約 350 年の歴史がある歴史資産，遺産で
あるだけでなく都内有数の水と緑に恵まれた生態的・景
観的にも非常に重要なスポットであり，東京都心に欠く
ことのできない存在である．また，現在外濠は東京都の
史跡に指定されている．さらに 2008年には千代田区を中
心とした港区，新宿区の 3 区が江戸城保存管理計画書を
策定した．これは外濠の景観を歴史的・文化的遺産とし
て位置付け，形態・植生を江戸当時の姿に積極的に保存
しようというものである．近年，外濠周辺でもマンショ
ンや高層ビルの建設がある中，この政策は有効であると
いえる．しかし，外濠の持つ固有の価値とは景観のみで
捉えられるものでない．外濠周辺地域をみてみると江戸
時代に造成された街区構造が継承されていることがわか
る．さらに，外濠を挟んで千代田区側と新宿区側では空
間が異なっている．これも，江戸時代の外濠が持つ境界
としての性質が現代にも継承されているといえる．外濠
の価値とは，こういった外濠周辺の街の構造も含まれる
といえるだろう． 
ここまでは，史跡指定されている外濠に関して述べて
きた．しかし，江戸城の外濠は史跡指定されている部分
だけではない．図 1 をみてもわかるように神田川もかつ
ては江戸城の外濠であった．しかしながら神田川は現在，
河川としてしか扱われておらず，史跡指定されている外
濠とは明らかに差別化されてしまっている．神田川も史
跡指定された外濠のように，保全・活用していくこと今
後必要になっていかなければならない． 
 
 
図 1 堀の消失 
 
よって，本研究では，史跡指定された外濠に神田川を
加えた範囲を外濠と定義し，外濠造成前～江戸～明治～
大正～現代と変容してきた外濠地域の現在における市街
地構造を居住構造，業種特性，土地利用といった観点か
ら分析する．そして，外濠地域独自の特性が強い地域を
示し，今後の外濠地域の都市計画の保全・活用に活かし
ていくことを目的とする． 
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２． 研究対象地域 
本研究の対象範囲は国史跡江戸城外堀跡の赤坂門～牛
込門周辺までの範囲に神田川も加えた残存する水辺から
半径 500mの範囲に含まれる町丁目とした．題名の外濠地
域とはこの 160町丁目のことを指す．対象の区としては
千代田区，新宿区，港区，中央区・文京区・台東区が含
まれる．日本橋川も水面は残っているが，高速道路の高
架がされているという点から研究対象としては除外した． 
 
 
図 2 対象地域 
 
３． 市街地構造 
(1)人口分布と特性 
住宅地としての特化度を表す居住・従業人口比を図３
に示す．図より，居住・従業人口比の分布特性から 3 パ
ターンの市街地構造に区分できる．①100%以下で限りな
く 0 に近い「商業・業務系特化市街地」②比較的均等で
100%前後の「職住均衡型市街地」③100%以上で示される
「居住特化型市街地」である．①は神田川エリア全域と史
跡エリアの内郭のエリアであることがわかる．②は凡例
でいうと 81~120%の分布であり，新小川町，坂町などで
あった．次いで市谷田町 3 丁目，市谷左内町，三栄町が
70～130%以内に属していた．③は白銀町，南町，若宮町，
納戸町，北町，払方町，中町，市谷砂土原 3 丁目などの
江戸時代屋敷であった地域に集中している． 
 
 
図 3 居住・従業人口比 
(2)土地利用からみる特徴 
対象地域の土地利用の概況を理解する．2001年の東京
都土地利用の状況を示す．対象地域の割合は宅地が 64.1%
で半数以上を占めている．宅地の中での割合は商業用地
が 45.5%，公共用地が 32.9%，住宅用地が 18.3%，工業用
地が 3.3%の順で農業用地は 0%だった．宅地用地の次に
多く占めているのは道路が 24.1%，公園等が 3.4%の順に
なっている．次に土地利用現況調査における 1991~2001
年の 5年ごとの土地利用構成比を図 4に示す．公共用地・
商業用地・住宅用地が増加傾向にあり，工業用地・交通
用地・自然は減少傾向にあることがわかる． 
 
 
図 4 各年における土地利用構成比 
 
町丁目ごとに最も大きく土地利用を占めるものをその
町丁目の主土地利用と定め，分析した．主土地利用地の
構成比は事務所建築物が 60%と過半数を占めた．次いで，
教育文化施設と集合住宅が 10%であった．史跡エリアで
は外郭に住居系，内郭に商業や教育系が分布しているの
に対し，神田川エリアはほぼ全域が事務所建築物である
ことがわかる． 
 
 
図 5 主土地利用の分布 
 
(3)用途地域からみる特徴 
 対象地域用の用途地域指定の概況を理解する．用途地
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域の構成比としては商業地域が 58.5%と最も高く，次いで
14.6%の第 1種住居地域で，10.5%の第 2種住居地域，8.5%
の第 1種中高層専用住居地域と続く． 
町丁目ごとに最も大きく土地利用を占めるものをその
町丁目の主土地利用と定め，分析した．主用途地域の構
成比として最も高かったのは，商業地域で 69.4%であり，
神田川エリアの大部分と永田町周辺に位置していること
がわかる．次に高いのは第 1種住居地域で 13.1%，番町や
九段北といった史跡指定外濠に接した町丁目に多いこと
がわかる．5.6%の第 1種中高層専用住居地域は史跡エリ
アの江戸時代屋敷地であった地域に集中していることが
わかる．主用途地域の構成と面積構成比を比較すると商
業地域は 10%増加，第 1種中高層専用住居地域は 3%減少
していた． 
 
 
図 6 主用途地域の分布 
 
(4)自然資源 
 対象地域のみどり率を図 7 に示す．みどり率が高い町
丁目は赤坂御用地のある元赤坂 2 丁目，市ヶ谷田町 1～3
丁目，後楽 1 丁目など史跡エリアに多い．神田川エリア
は湯島 1 丁目や東神田，隅田川沿いの町丁目で高い値を
示している箇所はあるが，基本的にみどり率が低い町丁
目が多い． 
 
 
図 7 みどり率 
 
用途地域・土地利用とみどり率の関係性について分析
した．用途地域別にみどり率を表 1に示す．第 1種中高
層専用住居地域で 33.4%，第 1種住居地域で 30.2%のみど
り率があった．次いで，第 2種住居地域の 12.2%であり，
住居地域のみどり率が高いことがわかった．商業地域，
近隣商業地域は 0.1%，4.6%と共に低い結果となった． 
 同様に土地利用とみどり率の関係をみたところ，官公
庁施設で 31.2%，教育文化施設で 12.9%という結果が出た． 
 
表 1 用途地域の構成比とみどり率の関係 
 
 
４． 居住構造特性分析 
(1)住宅の所有，建て方 
ここでは，外濠地域の居住構造を把握するために住宅
の所有関係，建て方の変化について分析した．それぞれ
の定義について表 2に示す． 
 
表 2 住宅の所有，建て方の定義 
 
 
分析した項目は平成 12年，17年の戸建住宅，共同住宅，
持ち家住宅，民間借家住宅，5階以下共同住宅，6階以上
共同住宅，子供がいる住宅の 7 項目であり，それぞれの
総世帯に対する割合をみた． 図 8，9 に例として平成 17
年の民営借家住宅割合，6階以上共同住宅割合の分布を示
す．平成 17 年の戸建住宅の割合平均は 20.5%と低いが，
九神楽坂 1 丁目，浅草橋 4 丁目では割合が高かった．共
同住宅の割合平均は 68.8%と高く，80~100%の町丁目が
61 もあった．割合が高い町丁目は史跡エリアに多く分布
していた．持ち家住宅の割合平均は 52.8%と半分であった．
史跡エリアでは神楽坂の後背地から市ヶ谷と一番町・三
番町あたりに持ち家住宅の割合が高い．神田川エリアに
用途名称 構成比(%) みどり率(%)
第１種住居地域 14.6 30.2
第１種中高層専用住居地域 8.5 33.4
第２種住居地域 10.5 12.2
第２種中高層専用住居地域 2.1 16.2
商業地域 58.5 0.1
近隣商業地域 3.7 4.6
準工業地域 2 5
持ち家
居住する住宅がその世帯の所有である場合 なお，
所有する住宅は，登記の有無を問わない．また，分
割払いの分譲住宅などで支払いが完了していない場
合も含まれる．
民営借家
その世帯の借りている住宅が「公営の借家」，
「公団・公社の借家」及び「給与住宅」でない場合
戸建て
一建物が一住宅であるもの なお，店舗併用住宅の
場合でも一建物が一住宅であればここに含まれる .
共同住宅
一棟の中に2つ以上の住宅があるもので，廊下・階
段などを共用しているものや2つ以上の住宅を重ね
て建てたもの ※1階が店舗で，2階以上が住宅になっ
ている建物も含まれる．
住宅の所有
住宅の建て方
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関しては全体的に持ち家住宅であることがわかった．民
間借家住宅の割合平均は 28.2%であった．秋葉原など駅近
くの町丁目では高い割合を占めていた．5階以下共同住宅
の割合平均は 18.4%と低く，115の町丁目が 0~20%の割合
だった．60%以上の割合の高い町丁目は史跡エリアでは神
楽坂の後背地から市ヶ谷にかけて多かった．神田川エリ
アは全域で割合が低かった．6階以上共同住宅の割合平均
は 50.3%と半数を占めた．60%以上の割合の高い町丁目は
史跡エリアの内側に集中していた．子供がいる全体的に
割合が少なかったので分類を細かくしている．割合平均
は 31.7%，市谷加賀町 1 丁目では割合が 90%を超えてい
た． 
 
 
図 8 平成 17年民営借家住宅割合 
 
 
図 9 平成 17 年 6階以上共同住宅割合 
 
平成 12 年と平成 17 年の各項目の町丁目数と平均値の
変化をみると，共同住宅，6階以上共同住宅，民営借家住
宅の割合平均が高くなっていることがわかる．5年間で 6
階以上住宅割合の高くなった町丁目と民営借家住宅割合
の高くなった町丁目が一致していた．一致していたのは
本郷や湯島，新小川町，東日本橋などである．このこと
からこの地域は分譲型ではなく賃貸型マンションが多い
といえるだろう．割合平均値が最も下がったのは戸建住
宅であり，割合低下は神田周辺で起きていた．反対にこ
の地域は共同住宅の割合は高くなっていた． 
表 3 住宅の所有，建て方の増減 
 
 
(2)世帯人員，家族形態別世帯 
ここでは平成 12 年，平成 17 年の世帯人員別，家族形
態別の総世帯の割合の変化について分析した． 
対象地域で最も高い割合は単独世帯であった．割合平
均は 49.03%，神田駿河台 2丁目，永田町 1丁目で 80%を
超える割合を示した．3 人，4 人，5 人以上の世帯は割合
が低かった．高齢の家族形態の割合が高い町丁目は，揚々
町や神田美土代町であった． 
平成 12 年と平成 17 年の各項目の町丁目数と平均値の
変化をみると，単独世帯と核家族世帯のみ平均値が高く
なっていることがわかる．単独世帯が増加している町丁
目は全体の 76%であった．近年、核家族世帯が増加して
きてはいるが、基本的に外濠地域の居住者の特徴として
は、単身者が多い傾向があるといえる。 
 
表 4 世帯人員，家族形態別世帯の増減 
 
 
５． 立地機能特性分析 
(1)業種 
NTT タウンページの業種分類は 64 の基本分類と約
1800 の詳細分類からなる．今回はまず，基本分類をさら
にまとめた大分類の 25業種を用いることとする．大分類
は原則として基本分類コードの上 2 桁によってグルーピ
ングされるが，特に件数の多い業種や性質が異なると思
われる業種については再度分割した．再分割には，NTT
のインターネットタウンページにおける業種分類と職業
小分類の分類法および名称を参照した．[3] 
(2)業種分布密度 
カーネル密度推定法を用いて，25 業種の分布密度を把握
する．バンド幅 25m，出力グリッド 2.5mとして分析を行
0～20% 20～40% 40～60% 60～80% 80～100% 平均値(%)
戸建住宅 36 -10 -19 -8 1 -9.26
共同住宅 3 -10 -15 -2 24 6.76
持ち家住宅 -1 2 23 -21 -3 -3.54
民営借家住宅 -23 -6 11 5 1 6.44
5階以下共同住宅 16 -13 -5 4 -2 -3.61
6階以上共同住宅 -11 -15 -3 14 15 10.37
0～10% 10～20% 20～30% 30～40% 40%～
子供がいる住宅 0 17 22 -30 -10 -4.79
0～20% 20～40% 40～60% 60～80% 80～100% 平均値(%)
単独世帯 -4 -34 22 16 0 7.38
2人世帯 -2 5 -3 0 0 -1.16
3人世帯 21 -21 0 0 0 -2.67
4人世帯 10 -11 1 0 0 -2.78
5人以上世帯 2 -2 0 0 0 -2.04
夫婦のみ世帯 10 -10 0 0 0 -1.62
核家族世帯 -40 -36 63 12 1 17.55
高齢夫婦世帯 0 0 0 0 0 -1.57
高齢単身世帯 1 -1 0 0 0 -0.59
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った．25 業種の分布傾向をみると，ほとんどの業種で内
郭側の密度は高く，外郭側の密度が低くなっていること
がわかった．そして，神田周辺は 16業種で最も高い密度
を示し，様々な業種が混在する商業集積地であることが
わかった．史跡エリアの業種特性で際立つものは生活関
連サービス業，レジャー産業，教育・文化・スポーツ業，
金融保険業と専門サービス業といった居住に関連した業
種が多かった． 
 
 
図 10 印刷業の分布 
 
 
図 11 教育業の分布 
 
カーネル密度の結果から外濠地域の立地特性としてあ
げられる業種を印刷業と教育業の 2つであると仮定した．
図 10，11に印刷業，教育業を示す．印刷業は明治 19 年，
秀英舎(現在の大日本印刷)が水運の便を期待して市ヶ谷
加賀町 1 丁目に工場を開設したことや，大正時代以降，
五軒町や新小川町に大中小様々な規模の印刷工場の集積
が進み，工業地域としての傾向を強めっていったことな
どから特性があるといえる．教育業は東京が都心部に多
くの大学，高等教育機関が立地する世界でも類を見ない
大学都市であり，外濠地域も例外ではないこと，外濠地
域の主な立地大学に法政大学をはじめ，上智大学，東京
理科大学，明治大学，日本大学などがあることからこち
らも特性があると判断した． 
神田駿河台周辺地域は大学や専門学校・予備校などの教
育機関が集積していることがわかった。さらに大学付属
病院・民間医療病院などの医療機関も集積していること
もわかった。史跡エリアでは，広範囲に大学が広がって
おり，その中でも上智大学，法政大学，東京理科大学は
外濠沿いに大規模敷地を有している．大学の他にも学会
や会館，シンクタンクなども広範囲に広がっている．番
町・九段・富士見周辺には私立女子中学や高校が集まっ
ていることがわかった． 
 
６． 市街地構造と立地機能特性による分析 
 外濠地域の特性を町丁目単位で分析するために立地機
能特性に関する指標と市街地構造に関する指標を設定し，
主成分分析を行った．指標は図 12の指標を用いた．同時
に主成分分析の結果も図 12 に示す．第 1 主成分から第 4
主成分に対応する固有値はいずれも 1.0以上であり，第 4
主成分までで累積寄与率は 62.27％となっていることか
ら，分析の精度としては良いと判断した． 
  
 
図 12 指標と主成分分析結果 
 
主成分分析の結果を元に主成分 1~3 の解釈を行った．
第 1 主成分は道路率，商業率，従業人口密度が高く住宅
率が低いことから商業特性とした．第 2主成分は教育の 2
指標とみどり率が高いことなどから自然文化特性とした．
第 3主成分は NTTタウンページデータから算出した指標
が高い値を示したので，固有業種特性とした．以上の 3
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つの主成分を用いて関係性を考察した．まず，第 1 主成
分と第 2 主成分の関係をみる．商業特性と自然文化特性
がともに高い町丁目はなかった．自然文化特性が高く，
商業特性が低かったのは九段北 3丁目，2丁目，元赤坂 2
丁目であった．自然文化特性のみ高かったのは神田駿河
台 2 丁目であった．商業特性，自然文化特性とも低かっ
たのは，南町，中町，若宮町，市谷砂土原 3 丁目，白銀
町であった．これらの町丁目は住宅地としての特性が強
い地域であった．次に第 2 主成分と第 3 主成分の関係を
図 13に示す．自然文化特性と固有業務特性ともに高い値
を示す町丁目は神田駿河台 2 丁目であった．自然文化特
性が高く，固有業務特性が低いのは元赤坂 2 丁目，永田
町 1 丁目，神田佐久間河岸であった．固有業務特性が高
いのは，神田神保町 1丁目，本郷 1~3丁目であった． 
商業特性，固有業種特性ともに高かった町丁目は神田神
保町 1丁目、2丁目であった． 
 
 
図 13 自然文化特性と固有業種特性の主成分得点 
 
７． 結論 
①「商業・業務系特化市街地」は神田川エリア全域と史
跡エリアの内郭のエリアであることがわかった．「職住
均衡型市街地」新小川町，坂町，市谷田町 3 丁目，市谷
左内町，三栄町であった．「居住特化型市街地」は白銀
町，南町，若宮町，納戸町，市谷長延寺，北町，払方町，
中町，築土八幡町，南元町，市谷砂土原 3 丁目，袋町，
神楽坂 5丁目，若葉 1丁目であった． 
②史跡エリアの外郭は住宅地としての傾向が強く，反対
に内郭は従業地としての傾向が強いことが読み取れた．
そして，神田川エリアは基本的に従業地であった． 
③外濠地域の人口増加率が高かったのは神楽坂 5 丁目，
白銀町であった．どちらの町丁目も集合住宅の増加率が
高かったので，人口回復の要因は集合住宅であるといえ
る．住宅の所有・建て方の分析の結果，本郷・湯島周辺
と新小川町では 6 階以上の賃貸マンションの増加に伴う
人口回復が起きていると考えられる．白銀町は持ち家住
宅の増加が高かった． 
④カーネル密度推定法により，対象地域における 25業種
の分布特性分析を行った．その結果，ほとんどの業種で
内郭の密度は高く，外郭の密度が低くなっていた．そし
て，神田周辺は最も高い密度を示すことが多く，様々な
業種が混在する商業集積地であることがわかった．史跡
エリアの業種特性で際立つものは生活関連サービス業，
レジャー産業・教育・文化・スポーツ業印刷業と金融保
険業と専門サービス業といった，居住に関連した業種が
多く分類していた． 
⑤市街地構造と立地機能特性の関係性をみるために主成
分分析を行った．その結果，商業特性，自然文化特性，
固有業種特性という成分が抽出された．自然文化特性に
特化していたのは，九段北 2，3丁目，元赤坂 2丁目とい
った史跡エリアの内郭の町丁目であった．しかし，固有
業種特性が高いのは，神田駿河台 2 丁目や神田神保町 1
丁目，本郷などの神田川エリアに多かった．特に神田駿
河台 2 丁目に関しては自然文化特性も高い値を示した．
この結果は史跡エリアだけでなく神田川エリアにも外濠
地域独自の空間構造特性がある町丁目があることを証明
しているといえる． 
⑥今回の研究から外濠地域の市街地の空間構造特性とし
て挙げられるのは，居住特性，教育特性，印刷特性，自
然特性の 4特性であることがわかった． 
 
８． 今後の課題 
立地機能特性分析で使用したタウンページデータは
番・番地レベルのアドレスマッチングを行ったものであ
り，号レベルのアドレスマッチングをしたデータを使用
すればさらに精度の高い分析ができたと考えられる． 
主成分分析で使用した立地機能特性の指標は単純な件
数データも混在したものであった．これを各業種の延床
面積のデータになど変えることができれば，より特性の
強さを把握できたと考えられる． 
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